
新旧対照表

新 旧

高知県森林資源再生支援事業費補助金交付要綱

第１条 「略」

第２条 「略」

（補助対象経費等）

第３条 前条に規定する補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）の事業区分、事業内容、

補助対象経費、実施主体、補助率及び補助の条件は、別表第１に定めるとおりとする。

（補助金の交付の申請等）

第４条 規則第３条第１項に規定する申請書及び関係書類の様式は、別記第１号様式による補助金交付申請書

によるものとし、補助事業者は、事業の着手前に高知県知事（以下「知事」という。）に提出しなければな

らない。ただし、別表第１の事業区分（１）、（４）及び（５）の補助金の交付の申請は、補助事業が完了し

た後に、速やかに行うものとし、同表の事業区分（１）は、当該補助金交付申請書をもって第 10 条の補助

事業等実績報告書に代えるものとする。

２～４ 「略」

（補助金の交付の申請に係る提出資料）

第５条 補助金の交付の申請時には、別表第１の事業区分（１）で造林事業の採択を受けた者は次の第１号、

第３号及び第４号の資料を、木材安定供給推進事業の採択を受けた者は第２号、第３号及び第４号の資料

を、別表第１の事業区分（２）から（６）までは第３号及び第４号の資料を添付しなければならない。

(１)～（２） 「略」

(３) 次のいずれかの書類

ア 県税の納税証明書（全税目のもの）

高知県森林資源再生支援事業費補助金交付要綱

第１条 「略」

第２条 「略」

（補助対象経費等）

第３条 前条に規定する補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）の事業区分、事業内

容、補助対象経費、事業主体及び補助率は、別表第１に定めるとおりとする。

（補助金の交付の申請等）

第４条 規則第３条第１項に規定する申請書及び関係書類の様式は、別記第１号様式による補助金交付申

請書によるものとし、補助事業者は、事業の着手前に高知県知事（以下「知事」という。）に提出しなけ

ればならない。ただし、別表第１の事業区分（１）の補助金の交付の申請は、補助事業が完了した後に、

速やかに行うものとし、当該補助金交付申請書をもって第 10 条の補助事業等実績報告書に代えるものと

する。

２～４ 「略」

（補助金の交付の申請に係る提出資料）

第５条 補助金の交付の申請時には、別表第１の事業区分（１）で造林事業の採択を受けた者は次の第１

号、第３号及び第４号の資料を、木材安定供給推進事業の採択を受けた者は第２号、第３号及び第４号

の資料を、別表第１の事業区分（２）又は（３）は第３号及び第４号の資料を添付しなければならない。

(１)～（２） 「略」

(３) 県税の納税証明書（全税目のもの）又は県税完納情報の提供に係る同意書（税務課が別に定める

「県税完納情報提供事務処理要領」における第４号様式）及び本人確認書類の写し（補助事業者又は
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イ 県税完納情報の提供に係る同意書（税務課が別に定める「県税完納情報提供事務処理要領」におけ

る第４号様式）及び本人確認書類の写し（補助事業者又は補助事業者の委任を受けた取扱機関が個人

の場合は、マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の写し等。補助事業者又は補助事業者の委

任を受けた取扱機関が法人の場合は、法人代表者のマイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の

写し等。ただし、マイナンバーカードは表面のみコピー（裏面はマイナンバーの表示があるため、提

出は不可とする。）、健康保険証の保険者番号及び被保険者等記号・番号並びに運転免許証の運転免許

番号及び顔写真は復元できない程度にマスキング処理を施す等すること。）なお、別表第１の事業区分

（４）、（５）を除く。

ウ 県税の納税義務がない場合は、本人からの申立書

（４） 「略」

第６条～第 10 条 「略」

（補助金の交付を受けた者の義務）

第 11 条 補助事業者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

(１) ～（4） 「略」補助金に係る法令、規則、要綱等の規定を遵守すること。

(５) 別表第１の事業区分（１）及び（４）の補助金の交付を受けた実施主体は、森林所有者に第６条第１

項の補助金交付決定通知書の写しを交付し、遵守事項を周知すること。この場合においては、別記第８

号様式による所有者ごとの施業地一覧表を添付すること。

第 12 条 「略」

（書類の提出）

第 13 条

１～２ 「略」

補助事業者の委任を受けた取扱機関が個人の場合は、マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証

の写し等。補助事業者又は補助事業者の委任を受けた取扱機関が法人の場合は、法人代表者のマイナ

ンバーカード、運転免許証、健康保険証の写し等。ただし、マイナンバーカードは表面のみコピー（裏

面はマイナンバーの表示があるため、提出は不可とする。）、健康保険証の保険者番号及び被保険者等

記号・番号並びに運転免許証の運転免許番号及び顔写真は復元できない程度にマスキング処理を施す

等すること。）若しくは県税の納税義務がない場合は、本人からの申立書

（４）「略」

第６条～第 10 条 「略」

（補助金の交付を受けた者の義務）

第 11 条 補助事業者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

(１) ～（4） 「略」

(５) 補助金の交付を受けた実施主体は、森林所有者に第６条第１項の補助金交付決定通知書の写しを

交付し、遵守事項を周知すること。この場合においては、別記第８号様式による所有者ごとの施業地一覧

表を添付すること。

第 12 条 「略」

（書類の提出）

第 13 条

１～２ 「略」
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３ 別表第１の事業区分（２）から（６）までの補助事業者は、別記様式中「高知県知事」とあるのは、「林

業事務所の長」と読み替えて適用するものとし、補助事業者の施行地を管轄する林業事務所の長に１部提

出しなければならない。

（義務の承継）

第 14 条 補助事業者は補助事業の完了の翌年度から起算して５年以内に、当該補助事業（別表第１の事業区

分（１）及び（４））により整備した森林の所有権を移転させる場合は、この要綱の規定並びに当該規定に

基づく処分及び交付の条件によって生ずる義務を移転後の所有者に承継させなければならない。この場合

において、補助事業者は、あらかじめ、移転後の所有者が当該義務を承継し遵守する旨の知事宛ての誓約

書を徴収し、知事に提出しなければならない。

第 15 条～第 17 条 「略」

附 則 「略」

附 則 「略」

附 則 「略」

附 則 「略」

附 則 「略」

附 則 「略」

附 則 「略」

３ 別表第１の事業区分（２）及び（３）の補助事業者は、別記様式中「高知県知事」とあるものを「林

業事務所の長」と読み替えて適用するものとし、補助事業者の施行地を管轄する林業事務所の長に１部

提出しなければならない。

（義務の承継）

第 14 条 補助事業者は補助事業の完了の翌年度から起算して５年以内に、当該補助事業（別表第１の事業

区分（１））により整備した森林の所有権を移転させる場合は、この要綱の規定並びに当該規定に基づ

く処分及び交付の条件によって生ずる義務を移転後の所有者に承継させなければならない。この場合に

おいて、補助事業者は、あらかじめ、移転後の所有者が当該義務を承継し遵守する旨の知事宛ての誓約

書を徴収し、知事に提出するものとする。

第 15 条～第 17 条 「略」

附 則 「略」

附 則 「略」

附 則 「略」

附 則 「略」

附 則 「略」

附 則 「略」

附 則 「略」



新旧対照表

新 旧

附 則 「略」

附 則 「略」

附 則 「略」

附 則 「略」

附 則

この要綱は、令和５年４月 19 日から施行する。

附 則 「略」

附 則 「略」

附 則 「略」

附 則 「略」

「新設」
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別表第１（第２条－第５条関係）

（１）人工造林又は付帯施設等整備及び下刈

（２）再造林推進費 「略」

（３）林地残材等搬出 「略」

別表第１（第２条－第５条関係）

（１）人工造林又は付帯施設等整備及び下刈

（２）再造林推進費 「略」

（３）林地残材等搬出 「略」
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「新設」事業

区分

事業内容及び

補助対象経費

実施主体 補助率 補助の条件 備考

（４）

再 造

林 等

促 進

支援

低密度植栽

による人工造

林及び附帯施

設等整備（鳥

獣害防止施設

等整備）に要

する手数料並

びに森林保険

料。

森林組合、

生産森林組

合、森林整備

法人、森林経

営計画の認定

を受けた者、

特定間伐等促

進計画の実施

主体に位置付

けられた者及

び高知県木材

安定供給推進

事業費補助金

交付要綱に定

める選定経営

体

定額とし、以下のとおりと

する。

①鳥獣害防止施設あり

10万円以内/ヘクタール

②鳥獣害防止施設なし

６万円以内/ヘクタール

ア 実施主体は当該申請年

度の再造林面績が前年度

の再造林実績を上回るこ

と。

イ 実施主体は、再造林推

進事業者への登録に同意

し、登録後には再造林基

金団体の設立に向けた活

動を行うとともに、設立

された時は参画しなけれ

ばならない。

ウ （５）再造林基金円滑

化支援の対象又は過去に

支援を受けた地域でない

こと。

１ 低密度植栽とは、１

ヘ クタール 当たり

2,000 本以下の植栽を

いう（ただし、保安林

にあっては指定施業要

件で定められた本数の

植栽。）。

２ 再造林基金団体と

は、再造林の推進を目

的に基金を設立し、こ

れを運営するため組織

された団体とする。

３ 再造林推進事業者と

は、再造林の推進に向

けて取り組む事業者で

あり、補助の条件に記

載した活動を行うもの

とする。

４ 登録は、補助金交付

決定通知書の交付を持

って替えるものとし、

事業者名を公表するこ

とに同意するものとす

る。
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「新設」事業

区分

事業内容及び

補助対象経費

実施主体 補助率 補助の条件 備考

（５）

再 造

林 基

金 円

滑 化

支援

（６）

資 機

材 整

備 等

支援

再造林基金

団体が造林事

業者等に交付

する支援金。

新たに造林

事業を開始す

る者への資機

材の整備や技

術習得・安全

衛生研修に要

する経費。

再造林基金

団体

新たに造林

事業を開始す

る者

定額（再造林基金団体が交

付する再造林等への支援金の

2分の 1 相当以内）

①再造林

5万円以内/ヘクタール

②下刈り

15,000 円以内/ヘクタール

③森林保険

5,000 円以内/ヘクタール

事業費の 2分の 1以内

ア 補助事業の利用上限年

数は、連続した３年間とす

る。

イ （４）再造林等促進支

援の対象でないこと。

ア 事業実施にあたり必要

な資格（伐木・造材、集

材、集積、その他（車両

系建設機械等））を取得し

ている又は取得する予定

であること。

イ 林業労働安全衛生に関

する研修を年度内に 1回

以上開催又は受講するこ

と。

ウ 補助事業の助成を受け

た同一年度に造林事業を

実施すること。

「新たに造林事業を開始

する者」とは、事業実施

年度までの直近３年以内

（事業実施年度の前年度

から起算して連続する過

去３年度間）に造林事業

（地拵、植付、下刈等）

を実施する経営体を立ち

上げ又は既存の経営体で

新たに造林事業を実施す

る体制を整備した者とす

し、継続して造林を実施

する見込み・能力・体制

を持つこと。
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別表第２（第６条、第７条、第 11 条関係) 「略」 別表第２（第６条、第７条、第 11 条関係) 「略」
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別記

第１号様式（第４条関係）

第 号

令和 年 月 日

高知県知事 様

補助事業者 住 所

氏 名

（生年月日）

令和 年度高知県森林資源再生支援事業費補助金交付申請書

高知県補助金等交付規則第３条及び高知県森林資源再生支援事業費補助金交付要綱第４条第１項の規定に

より、補助金 円を交付されたく関係書類を添えて申請します。

記

１ 事業の目的

２ 事業内訳書（別紙１、２、３、４、５又は６「内訳書」のとおり）

３ 収支予算書

別紙７「収支予算書」のとおり

４ 事業着手予定年月日

５ 事業完了予定年月日

※県税の滞納がないことを証明する書類として、県税事務所が発行する「納税証明書」を添付すること。

※別表第１の事業区分（１）、（４）及び（５）は、上記の３を「事業完了年月日」とし、４及び５は削除する

こと。

別記

第１号様式（第４条関係）

第 号

令和 年 月 日

高知県知事 様

補助事業者 住 所

氏 名

（生年月日）

令和 年度高知県森林資源再生支援事業費補助金交付申請書

高知県補助金等交付規則第３条及び高知県森林資源再生支援事業費補助金交付要綱第４条第１項の規定

により、補助金 円を交付されたく関係書類を添えて申請します。

記

１ 事業の目的

２ 事業内訳書（別紙１、２又は３「内訳書」のとおり）

３ 収支予算書

別紙４「収支予算書」のとおり

４ 事業着手予定年月日

５ 事業完了予定年月日

※県税の滞納がないことを証明する書類として、県税事務所が発行する「納税証明書」を添付すること。

※別表第１の事業区分（１）は、上記の３を「事業完了年月日」とし、４及び５は削除すること。
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第２号様式（第８条関係） 「略」

第３号様式（第９条関係） 「略」

第２号様式（第８条関係） 「略」

第３号様式（第９条関係） 「略」
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第４号様式（第 10 条関係）

第 号

令和 年 月 日

高知県知事 様

補助事業者 住 所

氏 名

令和 年度高知県森林資源再生支援事業費補助金実績報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の交付の決定通知（変更交付及び追加交付

の決定通知）がありましたことについて、高知県森林資源再生支援事業費補助金交付要綱第 10 条第１項の規

定により、その実績を下記のとおり報告します。

記

１ 事業の実績

別紙２、３、４、５又は６「内訳書」のとおり

２ 収支精算書

別紙８「収支精算書」のとおり

３ 着手年月日

４ 完了年月日

※別表第１の事業区分（１）は不要。

第５号様式（第 10 条関係） 「略」

第４号様式（第 10 条関係）

第 号

令和 年 月 日

高知県知事 様

補助事業者 住 所

氏 名

令和 年度高知県森林資源再生支援事業費補助金実績報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の交付の決定通知（変更交付及び追加

交付の決定通知）がありましたことについて、高知県森林資源再生支援事業費補助金交付要綱第 10 条第１

項の規定により、その実績を下記のとおり報告します。

記

１ 事業の実績

別紙２又は３「内訳書」のとおり

２ 収支精算書

別紙５「収支精算書」のとおり

３ 着手年月日

４ 完了年月日

※別表第１の事業区分（１）は不要。

第５号様式（第 10 条関係） 「略」
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第６号様式（第６条関係）

高知県指令 第 号

補 助 金 交 付 決 定 通 知 書

補助事業者名

令和 年 月 日付けで補助金の交付の申請がありました令和 年度高知県森林資源再生支援事

業費補助金については、下記条件により金 円を交付することに決定しましたので、高知県森林資源再

生支援事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により通知します。

令和 年 月 日

高知県知事

記

１ 高知県森林資源再生支援事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）の規定を遵守しなければならな

い。

２ この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿等並びに当該収入及び支出についての証拠書類を、補

助事業の終了の翌年度から起算して５年間保管しなければならないこと。

３ 要綱別表第１の事業区分（１）及び（４）の事業にあっては、補助事業の終了の翌年度から起算して５年

以内に対象森林の所有権の移転を行う場合は、所有権の移転を受け取る者に対し、要綱に定める義務の承継

を行うこと。

４ 次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の決定を取り消し、既に交付した補助金の全部若し

くは一部の返還を命ずることがある。

(１) 高知県補助金等交付規則若しくは要綱の規定又は補助条件に違反したとき。

(２) 不正若しくは虚偽の申請をし、又はこれによって補助金の交付を受けたとき。

(３) 要綱別表第１の事業区分（１）及び（４）の事業にあっては、補助事業の完了の翌年度から起算して５

年以内に補助金の対象とした施行地を全面伐採除去し、又は他の用途に転用しようとする場合。ただし、

公用若しくは公共用又は天災等のやむを得ない事由による場合は、知事と協議することができるものとす

る。

(４) 消費税の申告により補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定した場合（消費税仕入控除税額等に相当

第６号様式（第６条関係）

高知県指令 第 号

補 助 金 交 付 決 定 通 知 書

補助事業者名

令和 年 月 日付けで補助金の交付の申請がありました令和 年度高知県森林資源再生支援

事業費補助金については、下記条件により金 円を交付することに決定しましたので、高知県森林

資源再生支援事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により通知します。

令和 年 月 日

高知県知事

記

１ 高知県森林資源再生支援事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）の規定を遵守しなければなら

ない。

２ この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿等並びに当該収入及び支出についての証拠書類

を、補助事業の終了の翌年度から起算して５年間保管しなければならないこと。

３ 要綱別表第１の事業区分（１）の事業にあっては、補助事業の終了の翌年度から起算して５年以内に

対象森林の所有権の移転を行う場合は、所有権の移転を受け取る者に対し、要綱に定める義務の承継を

行うこと。

４ 次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の決定を取り消し、既に交付した補助金の全部

若しくは一部の返還を命ずることがある。

(１) 高知県補助金等交付規則若しくは要綱の規定又は補助条件に違反したとき。

(２) 不正若しくは虚偽の申請をし、又はこれによって補助金の交付を受けたとき。

(３) 要綱別表第１の事業区分（１）の事業にあっては、補助事業の完了の翌年度から起算して５年以内

に補助金の対象とした施行地を全面伐採除去し、又は他の用途に転用しようとする場合。ただし、公

用若しくは公共用又は天災等のやむを得ない事由による場合は、知事と協議することができるものと

する。

(４) 消費税の申告により補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定した場合（消費税仕入控除税額等に



新旧対照表

新 旧

する補助金の額を減額して補助金の交付を受けたときにあっては、当該交付後に知事が返還を命じた消費

税仕入控除税額等に相当する補助金の額が当該減額した額を上回る部分の金額がある場合）

５ 要綱別表第１の事業区分（１）及び（４）の事業にあっては、補助事業者は、森林所有者への補助金の交

付の決定に補助金額の写しを配布し、遵守事項を周知すること。

６ 要綱別表第１の事業区分（４）の事業にあっては、補助事業者は、その所在地において再造林基金団体が

設立された時はその活動に参加すること。

相当する補助金の額を減額して補助金の交付を受けたときにあっては、当該交付後に知事が返還を命

じた消費税仕入控除税額等に相当する補助金の額が当該減額した額を上回る部分の金額がある場合）

５ 要綱別表第１の事業区分（１）の事業にあっては、補助事業者は、森林所有者への補助金の交付の決

定に補助金額の写しを配布し、遵守事項を周知すること。

６ 「新設」



新旧対照表

新 旧

検査命令書対照済 印

上記のとおり検査しましたので、報告します。

令和 年 月 日

高知県知事 様

○○事務所 検査職員 印

検査命令書対照済 印

上記のとおり検査しましたので、報告します。

令和 年 月 日

高知県知事 様

○○事務所 検査職員 印



新旧対照表

新 旧

第８号様式（第 11条関係）

令和 年度高知県森林資源再生支援事業費補助金

（（１）人工造林及び附帯施設等整備又は下刈り）施業地一覧表

補助金額 森林所有者氏名

第８号様式（第 11条関係）

令和 年度高知県森林資源再生支援事業費補助金

（人工造林及び附帯施設等整備又は下刈り）施業地一覧表

補助金額 森林所有者氏名

森林の所在地 作業種 面積（ha）、延長 (m) 森林の所在地 作業種 面積（ha）、延長 (m)



別紙１ 別紙１

令和　　年度　高知県森林資源再生支援事業（人工造林及び附帯施設等整備又は下刈り）内訳書

（注） （注）
　　１　「申請番号」、「施業地番号」及び「施業地の所在」欄は、造林事業・木材安定供給推進事業の内容と一致させてください。 　　１　「申請番号」、「施業地番号」及び「施業地の所在」欄は、造林事業・木材安定供給推進事業の内容と一致させてください。
　　２　「区分」欄は、再造林の場合は「再」、付帯施設等整備（シカ被害防護施設）の場合は「付（ネット）」、「付（チューブ）」）、下刈（隔年）の場合は「下」を記入してください。 　　２　「区分」欄は、再造林の場合は「再」、付帯施設等整備（シカ被害防護施設）の場合は「付（ネット）」、「付（チューブ）」）、下刈り（隔年）の場合は「下」を記入してください。
　　３　「面積、延長」欄は、再造林又は下刈（隔年）の場合は、面積を記入してください。また、付帯施設等整備(シカ被害防護施設)のうち、鳥獣害防止ネットの場合は延長 　　３　「面積、延長」欄は、再造林又は下刈り（隔年）の場合は、面積を記入してください。また、付帯施設等整備(シカ被害防護施設)のうち、鳥獣害防止ネットの場合は延長
　　　　 鳥獣害防止チューブの場合は面積を記入してください。 　　　　 鳥獣害防止チューブの場合は面積を記入してください。
　　４　「別紙１－１」の附属明細書を添付してください。

新 旧

施業地の所在 施業地の所在

計 計

令和　　年度　高知県森林資源再生支援事業（（1）人工造林又は附帯施設等整備及び下刈）内訳書

申請　　　
番号

施業　　　
地番
号

事業
実施
主体

森林所有者の住所及び氏名
面積ｈａ　
延長ｍ

樹種
植栽　　
本数

補助事業費
（実行経費）

補助金　　　
申請　　　
半期

区分
申請　　　
番号

施業　　　
地番
号

事業
実施
主体

森林所有者の住所及び氏名
面積ｈａ　
延長ｍ

樹種
植栽　　
本数

補助事業費
（実行経費）

補助金　　　
申請　　　
半期

区分
市町村 大字 字 地番 他地番 林小班 市町村 大字 字 地番 他地番 林小班



別紙１－１ 「新設」

附属明細書

植付 地拵え 計 下刈

－ －

（注）
　　１　再造林に係る人役については、植付と地拵えに分けて記入してください。
　　２　傾斜については、地図上で標準的な縦断線を引きその傾斜を記入してください。
　　３　歩行距離については、車等の降車地から事業地の中心地までの直線距離を記入してください。

新 旧

投入人役（人・日）

計

申請番号 施業地番号
傾斜
（度）

歩行距離
（ｍ）



別紙２ 別紙２

①仲介活動 ①仲介活動

森林所有者数（名） 活動回数（日） 補助事業費（実行経費）（円） 補助金（円） 森林所有者数（名） 活動回数（日） 補助事業費（実行経費）（円） 補助金（円）

（注）実績報告書に添付する場合にあっては、別紙９、別紙10、出役簿、補助事業費（実行経費）が確認できるものを添付してください。 （注）実績報告書に添付する場合にあっては、別紙6、別紙7、出役簿、補助事業費（実行経費）が確認できるものを添付してください。

②森林施業プラン作成 ②森林施業プラン作成

補助事業費（実行経費）（円） 補助金（円） 補助事業費（実行経費）（円） 補助金（円）

③同意取得活動 ③同意取得活動

補助事業費（実行経費）（円） 補助金（円） 補助事業費（実行経費）（円） 補助金（円）

新 旧

令和　　年度　高知県森林資源再生支援事業（（2）再造林推進費）内訳書 令和　　年度　高知県森林資源再生支援事業（再造林推進費）内訳書

面積（ha） 面積（ha）

（注）実績報告書に添付する場合にあっては、別紙９、別紙10、出役簿、補助事業費（実行経費）、森林所有者にお示しした森林施業プラン
に関する書類を添付してください。

（注）実績報告書に添付する場合にあっては、別紙6、別紙7、出役簿、補助事業費（実行経費）、森林所有者にお示しした森林施業プランに
関する書類を添付してください。

面積（ha） 面積（ha）

（注）実績報告書に添付する場合にあっては、別紙９、別紙10、出役簿、補助事業費（実行経費）、同意に至った場合はその内容が確認でき
る書類の写しを添付してください。

（注）実績報告書に添付する場合にあっては、別紙6、別紙7、出役簿、補助事業費（実行経費）、同意に至った場合はその内容が確認でき
る書類の写しを添付してください。



別紙３ 別紙３

C材 C材

D材 D材

C材 C材

D材 D材

C材 C材

D材 D材

C材 C材

D材 D材

C材 C材

D材 D材

C材 C材

D材 D材

C材 C材

D材 D材

C材 C材

D材 D材

C材 C材

D材 D材

（注） （注）

1 「面積」は、小数点3位以下切り捨て小数点2位止めとしてください。 1 「面積」は、小数点3位以下切り捨て小数点2位止めとしてください。

2 「チップ等端材搬出量(t)」は、小数点2位以下切り捨て小数点1位止めとしてください。 2 「チップ等端材搬出量(t)」は、小数点2位以下切り捨て小数点1位止めとしてください。

3 「チップ等端材搬出量(m3)」は、小数点以下切り捨て整数止めとしてください。 3 「チップ等端材搬出量(m3)」は、小数点以下切り捨て整数止めとしてください。

4 「補助事業費」に要綱第4条に定める消費税仕入控除税額等がある場合は「備考」欄に金額の内数として記載してください。 4 「補助事業費」に要綱第4条に定める消費税仕入控除税額等がある場合は「備考」欄に金額の内数として記載してください。

5 「補助金額」は、円未満を切り捨てとしてください。 5 「補助金額」は、円未満を切り捨てとしてください。

6 皆伐を実施する森林の所在が確認できる森林基本図（1/5,000）を添付してください。 6 皆伐を実施する森林の所在が確認できる森林基本図（1/5,000）を添付してください。

7 実績報告の際には搬出量を確認することができる資料（仕切書等の写し）を添えてください。 7 実績報告の際には搬出量を確認することができる資料（仕切書等の写し）を添えてください。

新 新

令和　　年度　高知県森林資源再生支援事業（（3）林地残材等搬出）　内訳書 令和　　年度　高知県森林資源再生支援事業（林地残材等搬出）　内訳書

対象森林 再造林の内容（予定） 対象森林 再造林の内容（予定）

番号
森林所有者の住所

及び氏名
樹種 林齢

皆伐面積

（ｈａ）

分類
（C材・D

材）

チップ等
端材搬出

量
(t)

チップ等
端材換算

率
(1.2)

チップ等
端材搬出

量
(m3)

補助事業
費

（実行経
費）
（円）

補助金額

(600円
/m3)

出荷先
事業所名

備考 番号
森林所有者の住所

及び氏名
樹種 林齢

皆伐面積

（ｈａ）

分類
（C材・D

材）

チップ等
端材搬出

量
(t)

チップ等
端材換算

率
(1.2)

チップ等
端材搬出

量
(m3)

補助事業
費

（実行経
費）
（円）

補助金額

(600円
/m3)

出荷先
事業所名

備考
市町村 大字 字 地番 他地番 林小班

植栽
実施期間

樹種
植栽本数
（ha当た

り）

ｺﾝﾃﾅ苗
使用の有

無
市町村 大字 字 地番 他地番 林小班

植栽
実施期間

樹種
植栽本数
（ha当た

り）

ｺﾝﾃﾅ苗
使用の有

無

計 計



別紙４ 「新設」

１．事業内訳

（注）
　　１　「申請番号」、「施業地番号」及び「施業地の所在」欄は、造林事業・木材安定供給推進事業の内容と一致させてください。
　　２　「区分」欄は、付帯施設等整備（シカ被害防護施設）がある場合は「ネット」又は「チューブ」を記入してください。
　　３　「面積、延長」欄は、再造林の面積を記入してください。また、付帯施設等整備(シカ被害防護施設)のうち、鳥獣害防止ネットの場合は延長 鳥獣害防止チューブの場合は面積
　　　　 を記入してください。

２．再造林実績 単位：ha

（注） 申請年度における再造林面積が、前年度の再造林面積を上回ること。

３．再造林推進事業者への登録の同意
　登録後は、以下の活動を行うことに同意します。
　　ア．再造林基金団体の設立に向けた活動
　　イ．所属地域内に再造林基金団体が設立された時の参画
　　ウ．再造林に関する調査等への協力
（注）登録に同意する場合は、□にチェックしてください。

新 旧

令和　　年度　高知県森林資源再生支援事業（（4）再造林等促進支援）内訳書

施業地の所在

計

令和　年度

申請　　　
番号

施業　　　
地番号

事業実施主体 森林所有者の住所及び氏名
面積ｈ

ａ
延長ｍ

樹種
植栽　　
本数

補助事業費
（実行経費）

補助金　　　
申請　　　
半期

区分
市町村 大字 字 地番 他地番 林小班

造林事業及び木材安定供給推
進事業による前年度再造林面

積



別紙５ 「新設」

区分 面積（ha) 補助事業費（円） 県補助金（円）

再造林

下刈

森林保険

計 －

新 旧

令和　　年度　高知県森林資源再生支援事業（（５）再造林基金円滑化支援）内訳書

（注）実績報告書に添付する場合にあっては、補助事業費（実行経費）が確認できる書類を添付してくださ
い。



別紙６ 「新設」

１．資機材の整備

導入資機材名 数量 補助事業費（実行経費）（円） 補助金（円）

計 －

２．技術の習得・安全衛生研修

研修名 研修期間 補助事業費（実行経費）（円） 補助金（円）

計 －

新 旧

令和　　年度　高知県森林資源再生支援事業（（６）資機材整備等支援）内訳書

（注）実績報告書に添付する場合にあっては、別紙８（当年度施業を行った森林の所在等を記載）及び補助事業
費（実行経費）が確認できる書類を添付してください。



別紙７ 別紙４

（１）収入の部 （１）収入の部
（単位：円） （単位：円）

（２）支出の部 （２）支出の部
（単位：円） （単位：円）

※別表第１の事業区分（１）は不要。

新 旧

収支予算書 収支予算書

区分 予算額 摘要 区分 予算額 摘要

県補助金 県補助金

実施主体負担金 実施主体負担金

その他 その他

計 計

区分 予算額 経費積算の基礎 区分 予算額 経費積算の基礎

計 計



別紙８ 別紙５

（１）収入の部 （１）収入の部
（単位：円） （単位：円）

（２）支出の部 （２）支出の部
（単位：円） （単位：円）

（３）収支精算 （３）収支精算
（単位：円） （単位：円）

（４）添付書類 （４）添付書類
　精算額の内訳が分かる資料等 　精算額の内訳が分かる資料等

※別表第１の事業区分（１）は不要。

新 旧

収支精算書 収支精算書

区分 予算額 精算額 差引き増減 備考 区分 予算額 精算額 差引き増減 備考

県補助金 県補助金

実施主体負担金 実施主体負担金

その他 その他

計 計

区分 予算額 精算額 差引き増減 備考 区分 予算額 精算額 差引き増減 備考

計 計

補助金交付
決定額

精算事業費
総額

補助率
精算

補助金額
既受領

補助金額
差引き補助金

未受領額
補助金交付

決定額
精算事業費

総額
補助率

精算
補助金額

既受領
補助金額

差引き補助金
未受領額



別紙９ 別紙６

計 計

（注） （注）
1 森林の所在が確認できる森林基本図（1/5,000）を添付してください。 1 森林の所在が確認できる森林基本図（1/5,000）を添付してください。
2 再造林推進費において、再造林を行う同意が得られなかった場合は「再造林の内容（予定）」の欄の記載は不要です。 2 再造林を行う同意が得られなかった場合は「再造林の内容（予定）」の欄の記載は不要です。
3 再造林推進費において、一貫作業システムの導入、コンテナ苗の使用の予定があれば、「再造林の内容（予定）」の欄の該当箇所に「○」を記載してください。 3 再造林推進費において、一貫作業システムの導入、コンテナ苗の使用の予定があれば、「再造林の内容（予定）」の欄の該当箇所に「○」を記載してください。
4 資機材整備等支援において下刈を行う場合には、備考の欄に「下刈」と記載してください。

新 旧

令和　　年度　高知県森林資源再生支援事業（（2）再造林推進費、（6）資機材整備等支援）　森林の所在等 令和　　年度　高知県森林資源再生支援事業（再造林推進費）　森林の所在等

再造林を行う森林の所在 再造林の内容（予定） 再造林を行う森林の所在 再造林の内容（予定）
番号 森林所有者の住所及び氏名 面積（ｈａ） 備考 番号 森林所有者の住所及び氏名 面積（ｈａ） 備考

市町村 大字 字 地番 他地番 林小班 樹種
植栽本数
（ha当たり）

一貫作業
ｼｽﾃﾑの導入

ｺﾝﾃﾅ苗の
使用

市町村 大字 字 地番 他地番 林小班 樹種
植栽本数
（ha当たり）

一貫作業
ｼｽﾃﾑの導入

ｺﾝﾃﾅ苗の
使用



別紙10 別紙７

年月日 時間 対象者 報告者 面談の概要 備考 年月日 時間 対象者 報告者 面談の概要 備考

計
　　　　時間
（　　　日）

計
　　　　時間
（　　　日）

（注）面会時間は時間単位とし、時間数の計を1日当たり8時間で日数に換算し（　　日）に記載してください。 （注）面会時間は時間単位とし、時間数の計を1日当たり8時間で日数に換算し（　　日）に記載してください。

新 旧

令和　　年度　高知県森林資源再生支援事業（（2）再造林推進費）　面談報告書 令和　　年度　高知県森林資源再生支援事業（再造林推進費）　面談報告書



別紙11 別紙８

・農業改良資金貸付金償還金 ・農業改良資金貸付金償還金
・林業・木材産業改善資金貸付金償還金 ・林業・木材産業改善資金貸付金償還金
・沿岸漁業改善資金貸付金償還金 ・沿岸漁業改善資金貸付金償還金

令和　　年　　月　　日 令和　　年　　月　　日

高知県知事　様 高知県知事　様

所在地 所在地

（代表者）職・氏名（自署） （代表者）職・氏名（自署）

新 旧

誓約書兼同意書 誓約書兼同意書

　私は、高知県森林資源再生支援事業費補助金の申請に当たり、高知県に対する下
記の税外未収金債務の滞納がないことについて誓約します。

　私は、高知県森林資源再生支援事業費補助金の申請に当たり、高知県に対する下
記の税外未収金債務の滞納がないことについて誓約します。

　また、上記について、県の補助事業所管課が関係各課に対して照会すること（関
係各課への個人情報の提供及び滞納の有無に関する情報の共有）に同意します。

　また、上記について、県の補助事業所管課が関係各課に対して照会すること（関
係各課への個人情報の提供及び滞納の有無に関する情報の共有）に同意します。

　誓約の内容に偽りがあった場合は、当該補助金の不交付の決定又は交付の決定の
取消し及びこれに伴う補助金の返還に異議なく応じます。

　誓約の内容に偽りがあった場合は、当該補助金の不交付の決定又は交付の決定の
取消し及びこれに伴う補助金の返還に異議なく応じます。

・中小企業高度化資金貸付金、産業パワーアップ融資及び中小企業設備
　近代化資金貸付金償還金

・中小企業高度化資金貸付金、産業パワーアップ融資及び中小企業設備
　近代化資金貸付金償還金


